
平成２０年度当初予算（案）の概要 
 

人を大切にする「人づくり」から 
「地域が元気」 を重点に！ 

一般会計 １．３％増の ５９６億４千万円 
 
○ 伊丹市財政を取り巻く環境 
  歳入の根幹をなす市税は、個人市民税では税源移譲、定率減税の完全廃止の平年

度化や、法人市民税で、景気に不透明感はあるものの企業業績の回復から増収が見

込まれ、市税収入全体では約５億８千万円の増となったものの、地方交付税や各種

交付金の減など、歳入全体での大きな伸びは期待できない状況にある。一方、歳出

では、義務的経費である福祉医療費、児童手当などの扶助費の増加が続いており、

さらに国・地方を通ずる財政健全化に向けた歳入・歳出一体改革等、地方財政を取

り巻く環境は依然厳しく、予断を許さない状況にある。 
○ 予算編成方針 
  『夢と魅力のあるまち伊丹』の実現を図るため、生活者である市民の視点に立ち、

時代の要請に的確に対応する行政サービスを心がけながら、選択と集中により、限

られた財源をより効果的・効率的に、人を大切にした「人づくり」を一歩先に進め、

地域づくりへつなげ、「地域が元気なまち」を核とし、次の５つを重点施策として予

算編成に取り組んだ。 
 ① 健康・安全・安心を支える地域医療や地域福祉の充実したまちづくり 
 ② 地域ぐるみで子育てを応援するまちづくりと市民の皆様が安心して学べる教

育・学習環境づくり 
 ③ 『ことば文化都市伊丹』の魅力を発信できる地域ブランドづくり 
 ④ 市民等が主体的に取り組む地域づくりと誇れるまちなみや環境を守り育てるま

ちづくり 
 ⑤ 都市農業の振興と空港をいかした活力ある地域づくり 
○ 主な財政指標 
  経常収支比率   ９６．３％→９６．８％ ＋０．５ポイント 上昇 
  実質公債費比率  １３．６％→１３．２％ △０．４ポイント 改善した。 
行財政運営改善計画（第５次行政改革大綱）の３年目を迎え、引き続き財政構造の

転換に努めている。 
 
 
＜会計規模＞ 
 
一般会計        ５９６億４，０００万円  （対前年度比 １．３％増）

特別会計（１６会計）１，００７億１，７２８万円  （対前年度比 ４．０％減）

企業会計（ ４会計）  １８４億３，２２１万５千円（対前年度比 ０．３％減）

合  計      １，７８７億８，９４９万５千円（対前年度比 １．９％減）
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＜歳入の特徴＞ 
○ 市税収入 
  歳入の根幹をなす市税収入の総額は、前年度に比し１．９％（５億７，５１４万

７千円）増の３１２億２，４３６万８千円で、一般会計歳入総額に占める割合は５

２．３％となり、前年度の５２．０％を０．３ポイント上回った。 
  その内訳をみると、個人市民税では、税源移譲及び定率減税の完全廃止の平年度

化により、１１４億７，５５６万４千円となり前年度に比し１．３％（１億４，５

７８万８千円）の増、法人市民税では、景気に不透明感があるものの、企業業績の

回復が見込まれることにより前年度比４．６％（１億１，８３４万７千円）増の２

６億９，９９２万４千円となった。固定資産税では、地価の下落に歯止めがかかり、

家屋の新築があることから、２．３％（２億９，７３６万８千円）増の１３１億１

３８万７千円を計上した。 

（単位：千円）
20年度予算(A) １9年度予算(B)差引(A)-(B)=(C)伸び率(C)/(B) %

市税 31,224,368 30,649,221 575,147 1.9
・市民税 14,175,488 13,911,353 264,135 1.9
　　個人 11,475,564 11,329,776 145,788 1.3
　　法人 2,699,924 2,581,577 118,347 4.6
・固定資産税 13,101,387 12,804,019 297,368 2.3
　　うち土地 5,503,360 5,460,510 42,850 0.8
　　うち家屋 4,687,701 4,505,218 182,483 4.1
・その他 3,947,493 3,933,849 13,644 0.3

 
○ 地方特例交付金 
  平成１９年度からの税源移譲に伴い、所得税から住宅ローン控除を控除しきれなかっ

た納税者に対して、住民税から住宅ローン控除を実施することに伴い、その減収分を補

てんすることを目的に、新たに減収補てん特例交付金が措置されたものの、特別交付金

が減となるため、前年度に比し４．５％（１，２００万円）増の２億８，０００万円を

計上した。 
○ 基金繰入金 
  退職者の減少に伴い、退職手当基金を前年度に比べ、３億１００万円減の９億１，

３００万円の処分となったことから、基金繰入金全体で、前年度に比し２３．７％

（３億１，１２８万４千円）減となり、総額で１０億１２万５千円を計上した。（平

成１８年度当初予算から、３年連続で財政基金の取り崩しは行わないこととした。） 
○ 収益事業収入 
  平成２０年度は、Ｇ１競走として「女子王座決定戦競走」が予定されていること

から、５億円（前年度３億５，０００万円）の収入を計上した。 

○ 市債 
  市債の発行額は、借換債が３３億４，６５０万円あることから、前年度に比し４

９．０％（２１億７，９００万円）増の６６億２，９３０万円となり、歳入総額に

占める割合は、１１．１％（前年度７．５％）となった。また、普通交付税の振替

措置としての臨時財政対策債は前年度に比し７．４％（１億１，５００万円）減と

なる１４億３，５００万円を計上している。一方、普通建設事業債は、障害者福祉

施設整備事業債、都市計画道路整備事業債、公園整備事業債等を措置しているが、
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小児救急医療施設整備事業債や道路整備事業債が減少したことから、前年度に比し

１６．９％（３億７，５３０万円）減の１８億４，７８０万円を計上した。 
平成２０年度末の市債残高見込額は、前年度に比し２．７％（１８億３，１９５

万１千円）減の６５１億３，７８３万６千円となっている。（人口一人当たり⑲３４

１千円→⑳３３５千円） 
 
＜歳出の特徴＞ 
○ 目的別の状況 
  歳出総額に占める割合は、民生費が前年度比１．７ポイントアップの３３．２％

（１９８億２，７４４万３千円）と最も高く、続いて公債費が４．２ポイントアッ

プの１６．３％（９７億２，６２７万６千円）、土木費が２．４ポイントダウンの１

１．９％（７０億８，４７６万８千円）となっている。 

  増減額や率の大きい費目についてみると、総務費は、退職手当の減に伴い５．２％

（３億８，４４０万５千円）の減、民生費は、後期高齢者医療制度の創設、障害者

ディサービスセンター増築工事や地域子育てバックアップ事業の取組などにより、

６．９％（１２億８，２５２万５千円）の増、衛生費は、阪神北広域こども急病セ

ンターのオープン、新たに２４時間健康・医療相談事業を導入し、妊婦健康診査助

成を拡充したものの、老人保健医療事業特別会計への繰出しの減などにより、１９．

４％（１１億９，５６６万２千円）の減、土木費では、空港周辺緑地整備事業費の

減などにより、１６．１％（１３億５，５９０万６千円）の減、教育費では、こと

ば文化都市伊丹特区を全小・中学校で実施し、特別支援教育の推進、市立伊丹高校

の活性化に取り組んだものの、学校園施設の整備事業を国の補正予算に連動し平成

１９年度へ前倒しして実施すること（昨年度より、２億７，４５４万８千円増の１

０億３，２２９万８千円）や退職手当の減により、３．０％（２億１，０６８万３

千円）の減となっている。また、公債費は、借換債が２６億６，９３０万円増の３

３億４，６５０万円となったことから、３６．４％（２５億９，３６２万円）の増

となっている。 

○ 性質別の状況 
 ① 経常的経費の状況 
   経常的経費のうち、義務的経費では、扶助費が福祉医療費、児童手当の増によ

り、前年度に比し１．２％（１億３，７１５万７千円）増の１１４億９，１７３

万７千円となっている。人件費では、退職者数の減（⑲９１人→⑳８０人）によ

り、退職手当が減少し、参議院選挙など選挙関連の報酬の減などにより、人件費

総額は６．４％（９億５，３０８万８千円）減の１３８億４，１４６万７千円、

公債費は、借換分３３億４，６５０万円の影響から３６．４％（２５億９，３２

６万５千円）増の９７億２，３０６万６千円となり、義務的経費全体で、前年度

比５．３％（１７億７，７３３万４千円）増の３５０億５，６２７万円となって

いる。 
   また、老人保健制度に代わり、後期高齢者医療制度が施行されることから、補

助費等が、新たに後期高齢者療養給付費負担金を措置したため、前年度に比し２

３．４％（１１億４，５０９万２千円）増の６０億４，８６４万４千円となり、

繰出金は、老人保健医療事業特別会計への繰出しが大きく減少するため、７．０％

（４億６，６０１万１千円）減の６１億４，７３４万円となっている。 
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 ② 普通建設事業費 
   補助事業では、道路新設改良事業、都市計画道路整備事業などを引き続き実施

する一方、空港周辺緑地整備事業費が大きく減少したことから、前年度に比し５

３．９％（９億４，５７６万６千円）減の８億１，０２１万４千円を、単独事業

では、障害者福祉施設整備事業、高等学校施設整備事業を措置するものの、阪神

北こども急病センター整備事業や都市公園整備事業が減少したことから、前年度

に比し２４．１％（８億２，５１５万７千円）減の２５億９，３７８万９千円を

計上した。 
 ③ 公債費の状況 
  公債費は、平成１６年度をピークに引き続き漸減（△７，６５６万９千円）して

いるが、平成２０年度は借換分が２６億６，９３０万円増の３３億４，６５０万円

あることから、全体では３６．４％（２５億９，３２６万５千円）増の９７億２，

３０６万６千円となっている。 
 
 主な財政指標等の推移と見込み  
                            （単位：百万円、％） 
 

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
Ｈ１９ 
(見込) 

Ｈ２０ 
(当初) 対前年度比 

当初予算規模 60,300 65,460 58,970 59,300 58,900 59,640 1.3%増

経常収支比率 94.5 98.8 97.7 95.4 96.3 96.8 0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ

公債費比率 14.1 15.7 14.8 12.5 10.9 10.1 △0.8 ﾎﾟｲﾝﾄ

公債費負担比率 15.2 16.0 15.9 14.6 14.4 14.5 0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ

市債残高 65,530 65,234 65,195 66,316 66,970 65,138 2.7%減

 普通債 52,029 49,740 48,002 47,868 47,728 45,373 4.9%減

 特例債 13,501 15,494 17,193 18,448 19,242 19,765 2.7%増

財政基金残高 2,553 2,710 2,283 2,534 3,017 3,020 0.1%増

 
財政健全化法関連指標 

実質赤字比率 － － － － 0.0 0.0 

連結実質赤字 
比率 － － － － 0.0 0.0 

実質公債費比率 － － 13.7 14.3 13.6 13.2 △0.4 ﾎﾟｲﾝﾄ

将来負担比率 － － － － － － －
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